
第１章 健康づくりと保健・医療・福祉の推進 

 - 125 - 

第４節 医療安全対策の推進 

◆ 1 医療安全支援センター運営 ◆ 

 

 

現    状 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

１ 医療安全を取り巻く現状 

  社会経済情勢や少子高齢社会の進展等の変化に伴い、市民の健康に関する意識は高まり、

医療ニーズも多様化する一方、医療技術の進歩は著しく、医療や健康に関する情報は高度

化・複雑化してきています。 

  市民自らが選択した医療機関にかかっても、医療に関する知識の不足や医師等の説明不

十分などを原因として、医療機関とトラブルが生じるケースもあります。さらに、医療機

関における院内感染や医療過誤などの医療事故の発生は、市民の医療機関に対する不安・

不信を招くおそれがあります。 

また、平成 27（2015）年 10 月の医療事故調査制度の開始、平成 29（2017）年 6

月の医療法の改正など、医療安全をめぐる状況も変化しており、より一層の取組が必要と

なっています。 

 

２ 「医療安全支援センター」の概要・運営 

  平成 13（2001）年 5 月、都民からの医療に関する不安や悩みの相談、苦情等に対応

するため、東京都庁内に「患者の声相談窓口」が設置され、平成 16（2004）年 7 月か

らは、多摩地域の東京都保健所にも「患者の声相談窓口」が設置されました。 

  その後、平成 19（2007）年 4 月 1 日の医療法等の改正を受けて、新たに地域におけ

る医療安全対策を推進する拠点として、都庁と多摩地域の各保健所に「医療安全支援セン

ター」が設置されました。 

  具体的業務としては、「患者・住民からの苦情や相談への対応」、「医療安全支援センター

の運営方針等を検討する会議の開催」、「患者・住民からの相談等に適切に対応するために

行う関係機関・団体等との連絡調整」、「医療安全確保に関する必要な情報の提供・収集」、

「医療安全支援センター職員の資質向上」、「医療安全確保に関する必要な相談事例の収集、

分析及び情報提供」、「医療安全施策の普及啓発」を行っています。 

医療安全支援センター事業を通じて、地域における保健医療サービスの質の向上を

支援するとともに、医療従事者及び患者の医療安全に対する意識の向上を図ることに

より、患者中心の医療、患者と医療従事者とのより良い関係づくりを進めます。 



第2部 各論 

 - 126 - 

３ 当圏域での医療安全支援センターの取組状況 

多摩小平保健所医療安全支援センター（以下「当センター」という。）では「患者の声相

談窓口1」（主として診療所等）を開設し、患者と医療機関との信頼関係の構築を支援する

ことを目的として相談を受けています。平成 24（2012）年度には相談件数が 500 件を

超え、その後は毎年 500 件台で推移しています。相談受付内容における相談・苦情の割合

は、年により増減がありますが、相談が約 6 割強、苦情が約 4 割となっています。相談内

容は「医療機関情報」、「医療行為・医療内容」、「健康や病気に関する相談」の順に多く、

苦情内容は「医療行為・医療内容」、「コミュニケーション」、「医療費」の順に多い状況で

す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

当センターでは、当圏域の医療安全推進、相互支援等の充実を目指し、当圏域の医師会・

歯科医師会・薬剤師会の医療安全推進担当者連絡会、病院・有床診療所の医療安全管理担当

者連絡会及び患者の声相談窓口担当者連絡会を開催し、「患者の声相談窓口」の実績、事例の

紹介、医療安全に関する情報提供等を行っています。さらに、圏域内の医療機関を対象とし

て、医療安全に関する研修を実施し、現場で患者家族に対応する医療従事者の知識・技術の

向上を図っています。 

 また、市民に対しては平成 20（2008）年度以降、年 1 回、医療安全の普及啓発を目指

して講演会を開催しています。今後も高齢化に伴い、市民が、患者又は家族として医療機関

にかかる機会が多くなると考えられます。そのため、市民への医療安全に関する知識の普及

啓発はますます重要となってきています。 

その他、保健医療福祉関係機関・団体や市民等の代表者が参加する「地域医療安全推進分

科会」を開催し、当センターの事業や運営に関わる事項について協議を行い、住民が安心、

安全に受けられる地域の実情に応じた医療安全推進の方策を検討しています。 

 

                                                
1 多摩小平保健所医療安全支援センター「患者の声相談窓口」：相談専用電話番号 042-450-3222、相談

受付日時 平日 9 時～12 時、13 時～17 時。 

東京都多摩小平保健所医療安全支援センター 

患者の声相談窓口 相談受付件数 
(件) 
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課    題 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

市民が安心、安全、納得して医療を受けられるよう、医療安全に対する意識の向上を図る

ことにより、患者・市民中心の医療、患者と医療従事者とのより良い関係づくりを進める必

要があります。そのために、市民や医療機関等に対して医療安全に関する情報提供や普及啓

発を充実させ、また、当圏域の医療機関や関係団体等との連携や協働支援を通して、地域全

体で継続的に医療安全の推進に取り組むことが重要です。 

 

今後の取組 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

 

 

 

１ 医療機関への普及啓発の推進 

  地域の特性やニーズに合わせた研修会の充実を図ります。また、連絡会などを通じて情

報提供や交換、共有を図り、連携・協力し、当圏域の医療安全を推進していきます。特に、

医療安全研修等の実施が困難である無床診療所に対して、情報提供や研修開催の周知等を

図ることで地域の医療安全の向上を目指します。 

２ 市民等への普及啓発の推進 

  患者自身が望む医療を選択し治療を受けるには、医療を受けるための心構えを持つこと、

医療制度やコミュニケーションの方法を学ぶことが重要です。「患者の声相談窓口」に寄せ

られる個別の電話相談や講演会を通じて、市民等への普及啓発を推進していきます。 

実施主体 具体的な施策（取組目標） 

市民 

◇安心・安全に医療を受けるため、医療制度やコミュニケーションの知識 

習得 

◇当該医療機関や適切な相談窓口への相談、解決 

医師会・歯科医

師会・薬剤師会 

医療機関 

◇研修、連絡会への参加 

◇患者への医療安全推進に関する情報提供 

◇医療機関間で連携し、情報交換や共有 

市 

その他関係機関 

◇医療安全に関する相談窓口の周知 

◇医療安全に関する知識、認識の習得 

◇普及啓発、周知 

保健所 

◇医療安全支援センターの周知 

◇医療機関、住民等へ医療安全に関する情報提供、情報の共有化 

◇医療安全確保、推進のための関係機関との協働、連携の推進 

◇医療安全に関する講演会や研修会の開催 

医療安全支援センター事業の推進 



第2部 各論 

 - 128 - 

医者にかかる 10 か条 

1．伝えたいことはメモして準備 

2．対話の始まりはあいさつから 

3．よりよい関係づくりにはあなたにも責任が 

4．自覚症状と病歴はあなたの伝える大切な情報 

5．これからの見通しを聞きましょう 

6．その後の変化も伝える努力を 

7．大事なことはメモをとって確認 

8．納得できないときは何度でも質問を 

9．治療効果を上げるためにお互いに理解が必要 

10．よく相談して治療方法を決めましょう 

（東京都医師会ホームページ「賢い患者さんのお医者さん選び」より） 

 

 

 

 保健医療の指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都福祉保健局「医療安全支

援センターのご案内」リーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

共通指標 方向・目標値 把握方法 

医療安全に関する情報提供及び研修 充実させる 
情報提供の実施状況、参加医療機関

数の把握、事後アンケート結果 
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◆ ２ 医療機関における医療安全確保  ◆ 

 

 

 

 

現    状 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

 平成 19（2007）年に改正医療法が施行になり、診療所・歯科診療所等にも医療安全の取

組が求められることとなりました。これまで保健所が行ってきた医療安全に関する周知、情

報提供等により、各医療機関の意識も徐々に高まりつつあります。診療所等の新規開設時に

は、管理者が確保すべき医療安全体制として求められている医療安全管理指針・院内感染対

策指針等、指針の作成・整備することが定着してきました。 

 平成 29（2017）年の医療法改正では、医療広告に関する規制が強化されるなど、法律改

正の度に、医療安全対策が強化されています。 

 課    題 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

作成した医療安全管理指針・院内感染対策指針等の運用、職員への研修、医療機関内部で

の情報共有、実施した医療安全関連業務を記録し保存する等、市民にとって更に安心して良

質な医療を享受できる医療機関として、各医療機関管理者の医療安全に対する取組のレベル

アップが求められます。 

今後の取組 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

 

 

 

 保健所は今後、更なる医療安全の定着を促し、安全で良質な医療の供給体制を確保するた

め、周知、情報提供等を継続するとともに、各医療機関についての取組状況を確認していき

ます。 

診療所等医療機関の新規開設手続き等が保健所になされる際には、法令遵守に関する指導

だけでなく、衛生面についての指導や医療安全対策・院内感染防止対策について、また、広

告物等についても情報提供・確認・指導を行い、市民が安心して良質な医療を享受できる医

療提供体制の確保を図ります。 

平成 19（2007）年度から開始した有床診療所に対する定期的な立入検査を継続して実施

し、医療安全対策・院内感染防止対策についての取組状況を確認するとともに実地指導を行

なっていきます。 

医療法改正や医療安全に関連する通知等で重要なものは地区医師会、歯科医師会等を通し

て、また、緊急を要するものについては各医療機関に個別に郵送する等、速やかに周知、情

報提供して注意喚起していきます。 

医療機関に対し、法令遵守に関する指導だけでなく衛生面や医療安全に関す

る情報提供・確認を行い、市民が安心して良質な医療を享受できる医療提供体

制の確保を図ります。 

 

医療機関における医療安全確保対策の推進 
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※ 病院については、医療法に基づく立入調査への同行や、救急告示医療機関の更新時の実地検査等を行っている。 

平成 26(2014)年度 4 件、平成 27(2015)年度 3 件、平成 28(2016)年度 20 件 

 
 

実施主体 具体的な施策（取組目標） 

医師会 

歯科医師会 

◇法令遵守に関する所属医療機関及び従事者の意識啓発 

◇組織として医療安全を推進する体制の構築 

 

医療機関 

 

◇医療安全管理指針、感染防止マニュアル等の作成、実施、記録作成、保

存を業務として定着 

◇医療事故等に関する事例（ヒヤリ・ハット事例等）の検証、情報共有 

◇医療安全に関する研修会、連絡会等への参加 

保健所 

◇法改正や医療安全に関する通知等の速やかな周知 

◇有床診療所の定期立入検査を継続して実施 

◇医療機関等の新規開設手続きの際に、医療安全、感染防止に関する情報

提供を行い、医療安全管理指針等の作成・整備状況を確認 

◇医療安全支援センターとの連携 

 

 保健医療の指標 

 

 

 

 

 

 

共通指標 方向・目標値 把握方法 

安全確保に向けた効率的な監視指導 充実させる 事業報告等 

監視指導等件数 

新規届出 諸届 監視指導 新規届出 諸届 監視指導 新規届出 諸届 監視指導

平成26年度
（2014）

22 176 51 16 140 30 3 -         5 443

平成27年度

（2015）
34 169 51 19 133 32 1 -         1 440

平成28年度
（2016）

52 160 71 9 87 19 1 -         1 400

一般診療所 歯科診療所 助産所
計


